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担当部署: 教育委員会事務局 教育部 教育統括室 青少年育成課  

処分の概要 育成料の減免 

例 規 名 

根 拠 条 項 
芦屋市放課後児童クラブ条例 第7条 

例 規 番 号 平成15年条例第27号 

【根拠条文】 

(育成料の減額又は免除) 

第7条 市長は、経済的事情その他特別の理由があると認めるときは、規則で定めるところに

より育成料を減額し、又は免除することができる。 

 

【基準】 

 根拠条文及び芦屋市放課後児童クラブ条例施行規則第10条の規定による。 

(育成料の減額又は免除) 

第10条 市長は、条例第7条の規定により育成料を減額し、又は免除するときは、別表第2に定

めるところによる。 

2 育成料の減額又は免除を受けようとする保護者は、納付期限までに、芦屋市放課後児童ク

ラブ育成料減額・免除申請書(様式第9号)に前年度の課税証明書その他減額又は免除を受け

ようとする理由を証明する書類を添付し、市長に提出しなければならない。ただし、市長が

特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

3 前項に規定する書類の添付は、その内容を公簿等により確認できる場合は、省略すること

ができる。 

4 市長は、前項の申請があったときは、その可否を決定し、芦屋市放課後児童クラブ育成料

減額・免除決定(却下)通知書(様式第10号)により保護者に通知しなければならない。 

 

別表第2(第10条関係) 

育成料の減額・免除基準 

区分 減額又は免除をする額 

(1) 生活保護法(昭和25年法律第144号)に

よる被保護世帯及び母子・父子の家庭で

保護者の前年度の市民税所得割額が非課

税の世帯 

育成料の全額 

(2) 保護者(前号に該当する者を除く。)

の前年度の市民税所得割額が非課税の場

合 

育成料の75パーセントの額 

(3) 保護者の前年度の市民税所得割額の

合計額が6万円以下の場合 

育成料の50パーセントの額 

(4) 保護者の前年度の市民税所得割額の

合計額が12万円以下の場合 

育成料の25パーセントの額 

(5) 2人以上の児童が入会している場合の

2人目からの児童 

育成料の50パーセントの額(前3号に該当す

る場合は、当該規定による減額後の育成料

の50パーセントの額) 

(6) 災害等特別の理由により育成料の納 市長が別に定める額 
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付が困難となった世帯 

(7) やむを得ない事情により育成の提供

がなされない場合であって、市長が適当

と認めたとき。 

市長が別に定める額 

備考 

1 育成料から減額する額に、100円未満の端数が生じた場合は、その端数は、切り捨てる

ものとする。ただし、区分(7)に規定する市長が別に定める額については、この限りでな

い。 

2 この表の市民税所得割額の算定については、地方税法等の一部を改正する法律(平成22

年法律第4号)による改正前の地方税法(昭和25年法律第226号)第314条の2第1項第11号の

規定を適用するものとする。 

 

 

 

標準処理期間 15日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 平成28年4月1日 最終変更年月日 令和6年4月1日 

 


